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Ⅲ 再考：最高裁昭和 41 年大法廷決定
⚑ 論拠の欠如
⚒ 民法 84 条過料の性質及び過料を用いる目的
お わ り に



























⚒） 須藤陽子「地方自治法における過料」行政法研究 11 号⚑頁以下。
⚓） 須藤陽子「過料に関する一考察 美濃部達吉「過料トイフ刑名」 」立命館法学 371 号
⚑頁以下。
⚔） 須藤陽子「美濃部達吉「行政罰」変遷の意義 明治期 」立命館法学 372 号 22 頁以下。
⚕） 須藤陽子「「行政罰」と「秩序罰」の形成と定着 大正期・昭和前期 」立命館法学
373 号 190 頁以下。

















明治期の立法例で現代法に引き継がれているものに，明治 23 年（1890 年）







⚖） 土屋正三「西独の秩序違反法に就いて（1）（2）（3）」警察研究 25 巻（1954 年）⚖号 19 頁，
⚗号 37 頁，⚙号 50 頁，神山敏雄「経済犯罪行為と秩序違反行為との限界（1）（2）（3・完）
ドイツの法制度・学説・判例を中心に 」刑法雑誌 24 巻⚒号（1981 年）149 頁，26 巻
⚒号（1984 年）256 頁，27 巻⚑号（1986 年）21 頁以下，西津政信『行政規制執行改革論』（信
山社，2012 年）169 頁以下，田中良弘『行政上の処罰概念と法治国家』（弘文堂，2017 年）127
頁以下参照。








































立教法学 第 99 号（2018)
240（43）
罰則として過料を採用している。法人の理事，監事又は清算人に過料を科すこ




















明治 23 年商法の英訳である司法省記録課編纂『Commercial Code』（八尾書店，1892 年）










13）『民法修正案理由書 第⚑ 第⚓編』（八尾新助，1898 年）65 頁以下参照（国立国会図書館
デジタルコレクション）。




29 年民法，明治 32 年商法16)の逐条解説書等を見れば，過料の性質について刑
罰と解するものがある。明治 30 年（1897 年）に出版された岡松参太郎『訂正











である。美濃部は明治 41 年（1908 年）⚙月まで複数の私立大学において教佃
をとり，東京帝国大学法科大学での講義録である『日本行政法 第一巻』（有
斐閣書房，明治 42 年（1909 年）。以下，明治 42 年『日本行政法』という）に先
立って，私立大学での講義録（本稿が参照したのは，美濃部達吉『法学博士美濃
部達吉講述 行政法総論』（早稲田大学出版部，出版年不詳），同『法学博士美濃部
達吉講義 行政法』（中央大学，明治 41 年（1908 年），42 年（1909 年）である。
15） 前掲注 14）23 頁。
16） 明治 32 年商法の逐条解説書である安東俊明・古閑又五郎『改正商法講義』（丁酉社，1899
年）183 頁には，第七章罰則について「其刑罰ハ何レモ過料ナリ」とある。




19） 渡辺清太郎・伸島東四郎『日本警察法述義』（日本法律学校法政学会，1900 年初版 1903 年
増補 6 版）370 頁に違警罪の意味で用いられる「警察罰」はあるが，「秩序罰」という用語は見
られない。






















（明治 18 年⚙月太政官布告第 31 号）に基づく「違警罪即決処分」（科料，拘留），
⚒）間接国税犯則者処分法（明治 33 年法律第 67 号）に基づく「間接国税犯則








































明治 42 年『日本行政法』版は，大正⚘年（1919 年）に新稿となる（大正⚘年
『日本行政法 総論 上巻』。以下，大正⚘年新稿版という）。明治 42 年『日本行政
法』では「行政罰」は「行政上ノ執行」の下に位置付けられていたが，大正⚘
年新稿版では目次から「処罰」ないし「行政罰」の項目が消えている。美濃部
が著した体系書に「行政罰」が再度登場するのは，昭和 11 年（1936 年）であ
































































26） 美濃部達吉『日本行政法 第三巻』（有斐閣書房，1914 年初版 1915 年訂正第⚕版）101 頁，
同『日本行政法 各論 上』（有斐閣，1914 年初版 1917 年合冊）101 頁。
27） 須藤陽子「「行政罰」と「秩序罰」の形成と定着 大正期・昭和前期 」立命館法学
373 号 204 頁に「大正期の各論警察法の教科書には，過料ないし「秩序罰」という用語は登場
しない」とあるが，正しくは「大正初期の各論警察法の教科書には」である。






























28） 美濃部達吉『行政法撮要 全』（有斐閣，1925 年）第二編各論 25 頁。
































佐々木惣一の明治 42 年（1909 年）「行政犯ノ性質ヲ論シテ警察犯ニ及フ」であ
32） 須藤・前掲注⚕）190 頁以下。
33） 中島弘道『非訟事件手続法論 総則』（巌松堂書店，1922 年）65 頁。
立教法学 第 99 号（2018)
232（51）
るが，佐々木惣一が自身の体系書に「行政罰」を持ち込んだのは非常に遅く，
大正 13 年（1924 年）改版『日本行政法 総論』（以下，大正 13 年改版総論とい
う）であった（「警察罰」は，すでに大正 11 年（1922 年）『日本行政法論各論















129 条，町村制第 109 条）。併し実際上は警察義務の違反の制裁として科せられ










































35）「秩序罰」（美濃部達吉執筆）『法律学辞典 第一巻』（岩波書店，1934 年）1868 頁以下。
36） 法律学辞典には市制 129 条⚓項，町村制 109 条⚓項とあるが，⚓項は過料処分に対する訴願
と裁決に対する行政裁判所への出訴を認める条文であるため，おそらく校正ミスであろう。
37）「過料」（佐々木惣一執筆）『法律学辞典 第一巻』（岩波書店，1934 年）288 頁参照。































39） 広岡隆「一 非訟事件手続法による過料の裁判の合憲性 二 前項の裁判に対する不服申立

































41） 美濃部・前掲注 35）1869 頁以下参照。
42） 美濃部達吉『日本行政法 上巻』（有斐閣，1936 年初版）328 頁参照。

























43） 田中二郎「過料小論」国家学会雑誌 62 巻 11 号（1948 年）635 頁以下。以下，田中・「過料
小論」という。






































いという指摘がある。罰金も fine という英訳になっている。佐藤功「六 過料制度と憲法との
関係」『憲法解釈の諸問題 第⚑巻』（有斐閣，1953 年）120 頁。




























47） Ａ・オプラー著内藤頼博監 納谷廣美・高地茂世訳『日本占領と法制改革』（1990 年，日本
評論社）214 頁参照。
48） 田中・「過料小論」636 頁。





















ったとは言い難い。具体例を挙げれば，昭和 20 年（1945 年）に制定された労
働組合法は GHQの強い関与の下で行われた立法であるが，制定後⚓か年のう
ちに罰則に関する考え方が大きく変わってゆく様子が見られる。
労働組合法（昭和 20 年法律第 51 号。以下，昭和 20 年労働組合法という）は，
昭和 20 年（1945 年）秋に幣原内閣総理大臣に対するマッカーサー元帥の示唆
に基づき，労務法制審議会において立案された。同年末，第 89 帝国議会に提
出され可決・成立，12 月 22 日公布，翌年⚓月⚑日から施行された。当初，昭
和 20 年労働組合法第五章罰則（33 条～37 条）は，届出や名簿の備付，登記な
どの手続的義務違反について労働組合の代表者又は清算人に対して 50 円以下
の過料を科する 37 条を除いて，罰則として用いられていたのは 33 条⚖月以下
50） 川口公隆『簡易裁判所の取扱う過料の諸問題』司法研究報告書第 17 輯第⚔号（1965 年）。
51） 塩野宏『行政法Ⅰ 行政法総論［第六版］』（有斐閣，2015 年）275 頁。昭和 40 年代に過料
の分類が論じられて以降，現代行政法学において「秩序罰」と「行政上の秩序罰」の異同に関
心が集まることは久しくない。
立教法学 第 99 号（2018)
224（59）
の禁固又は 500 円以下の罰金，34 条 1000 円以下の罰金，35 条 500 円以下の罰
金という，刑罰が主なものであった。
昭和 20 年労働組合法は，「GHQ労働課の強力な指導と援助の下」52)に，昭和














































性質を持っている行為に対して 28 条刑罰，32 条過料とする理由が問われてい
る。









53） 前掲注 52）107 頁以下参照。
54） 前掲注 52）108 頁。














Ⅲ 再考：最高裁昭和 41 年 12 月 27 日大法廷決定
⚑ 論拠の欠如
最高裁昭和 41 年 12 月 27 日大法廷決定（以下，昭和 41 年最高裁大法廷決定と
いう）は，非訟事件手続法57)206 条（平成 23 年改正前）以下に規定された過料
の裁判の合憲性（憲法 31 条，32 条，82 条）について判断した，公にされた最高
裁判例としては最初のものである58)。
55） 第⚕国会衆議院労働委員会昭和 24 年⚕月⚖日議事録参照。







子の事例 」労政時報 1234 号（1953 年）⚒頁。
57） 非訟事件手続法（明治 23 年法律 95 号）は，当初，過料の裁判に関する規定を有せず，明治
23 年商法の罰則に関する手続の根拠は明治 23 年商法に条文が置かれていた。明治 31 年非訟事
件手続法全面改正（明治 31 年法律第 14 号）。現行非訟事件手続法は平成 23 年に制定された
（平成 23 年法律第 51 号）。
58） 最高裁昭和 41 年 12 月 27 日大法廷決定民集 20 巻 10 号 2279 頁。
「秩序罰」に関する一考察（須藤陽子）
221（62）





（地方自治法 149 条⚓号，255 条の⚒参照）ことにしても，なんら違憲とすべき理
由はない。従つて，法律上，裁判所がこれを科することにしている場合でも，
過料を科する作用は，もともと純然たる訴訟事件としての性質の認められる刑















59） 中野次雄「111 一 非訟事件手続法による過料の裁判の合憲性 二 前項の裁判に対する
不服申立についての裁判の合憲性」最高裁判所判例解説民事Ἣ昭和 41 年度 581 頁。







































































62） 前掲注 13）65 頁以下参照。
63） 前掲注 14）23 頁。
64） 前掲注 14）24 頁。


















65） 前掲注 14）23 頁。
伊東乾・ἠ場元彦「昭四一 33 非訟事件手続法による過料の裁判の合憲性，前項の裁判に対








66） 明治 29 年民法以前に，明治 23 年商法 256 条⚑号は登記懈怠に対する過料を定めている。明




法詳解 上巻』（宝文館，1890 年）358 頁参照。
67） 現行非訟事件手続法にも 120 条⚒項の手続と 122 条略式手続の二種が設けられている。































69） 前掲注 39）153 頁以下参照。
70） 前掲注 35）1868 頁以下。
71） 地方自治法に規定される由来の異なる⚓種類の過料について，須藤・前掲注⚒）⚑頁以下。
72） 田中・「過料小論」685 頁参照。
立教法学 第 99 号（2018)
216（67）
現状にある。
過料を科することを全て「秩序罰」という枠組みで捉え得ると考えること
を，まず見直すべきであろう。
「秩序罰」に関する一考察（須藤陽子）
215（68）
